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新潟の拠点性について 
 
１．対岸との交流 
 
◆交流の歴史 
 
北東アジア経済圏（環日本海経済圏） 

 
○ 「ロシアの資源」，「日本・韓国の資本力と技術力」，「中国・北朝鮮の労働力」を相互

補完的に組み合わせた新しい経済圏として期待されている。 
 
 ○ 新潟市は，新潟県，新潟県商工会議所連合会などとともに，平成２年から「環日本海

国際フォーラム」を開催。平成８年からは「北東アジア経済会議」と改称し，さらに平

成１９年からは「北東アジア経済発展国際会議」とし，北東アジア地域の発展について

戦略的に検討を行う場としている。 
 
 
新潟市とロシアとの交流 

 
 ○ 昭和４５年に「日ロ沿岸市長会議」を設立（代表幹事 新潟市長）。 
 ○ ハバロフスク，ウラジオストク，ビロビジャンの３都市と姉妹都市提携 
 ○ 平成６年にロシア連邦総領事館開設。 
 
 
新潟市と中国との交流 

 
 ○ ハルビンと友好都市提携 
 ○ 平成９年に新潟県大連経済事務所を開設。新潟市も運営に参画。 
 ○ 平成１９年に新潟市北京事務所を開設。※日本の自治体単独としては初 
 ○ 平成２２年中国総領事館開設。 
 
 
新潟市と韓国との交流 

 
 ○ ウルサンと交流協定締結。 
 ○ 平成２年新潟県ソウル事務所開設。平成８年からは新潟市も職員派遣。 
 ○ 昭和５３年大韓民国総領事館開設。 
 
 
新潟市と北朝鮮との交流 

 
 ○ 昭和３４年在日朝鮮人の帰還事業発着地として交流が始まる。 
 ○ 昭和４７年に「日朝友好貿易促進日本海沿岸都市会議」を設立（代表幹事 新潟市長）。 

※平成１５年６月活動休止 
 

参考資料 
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新潟からの航路・航空路 

 

環日本海から世界へ（航路・航空路） 

 
出典：2010 新潟市の国際交流  

 
 
 
環日本海経済研究所 

 
 ○ 平成５年に，新潟県と新潟市が中心となって，北東アジア経済圏の形成と発展に寄与

することを目的として設立。民間企業の経済活動支援や国際会議・セミナーの開催など，

さまざまな取り組みを実施。 
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◆日本の貿易相手国 
 
成長著しい東アジア 

 

各国経済成長比率 

 
出典：新潟県交通政策局 HP  

 
 
貿易総額 

 
 ○ 中国が２００７年より北米を抜いてトップ。 
 ○ 大中華圏（中国本土・香港・台湾・シンガポール）で見れば，２００２年の時点で日

本の最大貿易相手。 
 

【2001～2005】                        （単位：億円） 
 2001 2002 2003 2004 2005 

北米 241,307 233,166 219,711 222,369 238,443 
中国 107,904 133,753 153,666 181,932 208,123 
EU 132,219 134,228 140,214 156,708 161,220 
ASEAN 131,963 135,523 138,608 151,918 163,536 
その他 300,556 321,271 336,905 390,939 454,737 
合計 913,948 957,942 989,104 1,103,866 1,226,059 
※大中華圏 208,980 242,235 265,878 311,719 345,312 

財務省貿易統計より作成     

 



4 

【2006～2010】                        （単位：億円） 
 2006 2007 2008 2009 2010 

北米 271,290 276,651 247,015 158,344 180,668 
中国 245,781 278,745 277,803 216,716 264,985 
EU 178,669 200,606 187,215 122,668 134,368 
ASEAN 181,735 204,800 218,022 147,669 187,261 
その他 548,430 609,872 669,674 411,304 514,362 
合計 1,425,905 1,570674 1,599,728 1,056,700 1,281,646 
※大中華圏 396,103 436,204 427,333 323,627 398,798 

財務省貿易統計より作成     
 
 
中国の近況 

 
○ 外貨保有高では世界第１位。ＧＤＰは世界第３位（２００９年）。 

 
（単位：億ドル）             （単位：億ドル） 

2010 年末外貨保有高順位 

１ 中国 28,660.8 
２ 日本 10,614.9 
３ ロシア 4,435.9 
４ 韓国 2,914.9 
５ インド 2,752.8 

 

 

 
ロシアの近況 

 
○ ウラジオストクでＡＰＥＣ２０１２を開催。 
○ 石油，ガス等の日本への輸出は急増。 

     ※ロシアから日本への輸出額１６１億ドルのうちの６１．５％ 

（原油及び粗油 ４５．１％，液化天然ガス製品 １６．４％） 

 
 
韓国の近況 

 
○ 港湾（ナホトカ，トロイツァ）・鉄道（ハサン駅から羅津までの改修）・食料基地（現

代重工業が穀物集積基地をつくり，トウモロコシと大豆の栽培を行う穀物集積基地）の

開発，極東のガス化（韓国ガス会社が名乗りを上げている）などを積極的に推進。 
 

2009 年名目 GDP 順位 

１ 米国 142,563 
２ 日本 50,675 
３ 中国 49,847 
４ ドイツ 33,467 
５ フランス 26,494 

外務省主要経済指標より作成 

外務省主要経済指標より作成 
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２．エネルギー基地としての新潟 
 
◆ＬＮＧ，石油 
 
日本とロシアとの連携 

 
 ○ 日本にとってロシアは，地理的に非常に近い世界有数の資源国であり，ホルムズ海峡，

マラッカ海峡を通らない輸送セキュリティの高い供給源を確保することは，エネルギー

安全保障上重要。 
 ○ 中国をはじめ急速に経済発展が進むアジアの市場に参入することや，東シベリア地

域・極東地域の発展が期待できることはロシアにとっても大きなメリット。 
 

プロジェクト等名称 状況 

サハリン１ ２００６年１０月から対日原油輸出開始 

サハリン２ ２００９年よりＬＮＧを日本に供給 
ＬＮＧの過半は対日輸出用 

東シベリア太平洋 
石油パイプライン 

日本向け輸出が３割を占め国別で首位 
２０１２年末には全線開通予定 

ＳＫＶガスパイプライン（①） 
※ｻﾊﾘﾝ－ﾊﾊﾞﾛﾌｽｸ－ｳﾗｼﾞｵｽﾄｸ 
ＹＫＶガスパイプライン（②） 
※ﾔｸｰﾁｬ－ﾊﾊﾞﾛﾌｽｸ－ｳﾗｼﾞｵｽﾄｸ 

①２０１１年秋に完成予定 
②２０１２年から工事開始予定 
ウラジオストクにＬＮＧプラントを建設し，

年間５００万トンを日本に輸出することで

大筋合意。 
 
 
○ ２００８年と２００９年に「日露エネルギー・環境対話」を新潟で開催。 

 
 
新潟の現状 

 
 ○ 新潟港には，国内有数（全国６位）のＬＮＧ輸入基地があり，日本海側最大の取扱量

（２００８年 ８１６．４万トン）を誇る。 
 ○ 日本海側初となるサハリン２からのＬＮＧ受入（東北電力）がはじまり，燃料基地と

しての新潟港の重要性が一段と高まっている。 
 

東北電力におけるサハリン２からのＬＮＧ受入 

時期 受入量 ※予定含む メリット 

平成２２年 ５月 ６万５千トン 
平成２２年１２月 ６万トン 
平成２７年度まで 年１２万～３０万トン 
平成４１年度まで 年４２万トン 

生産地のリスク分散 
輸送コストの削減 
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 ○ ＬＮＧは新潟火力発電所で使われるだけでなく，パイプラインで仙台市内の火力発電

所等に送られるとともに，貨物鉄道やタンクローリーにより県外の各消費地にも供給さ

れている。 
 ○ 震災時には新潟からのガスパイプラインが大きく貢献。石油製品を受け入れる油槽所

も集積しており，被災地への燃料輸送の拠点にもなった。  
 
 

新潟からのパイプライン網等 

 
出典：「日本海拠点港湾としての新潟港の将来ビジョン」 
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◆太陽光 
 
新潟の現状 

 
○ 国内初の商業用メガソーラーである「新潟雪国型メガソーラー発電所」を新潟県と昭

和シェル石油株式会社が共同で設置し，平成２２年８月３１日より運営開始。 
 

・所  在  地   新潟市東区平和町 
（昭和シェル石油株式会社 新潟石油製品輸入基地内） 

・発 電 規 模   １，０００キロワット 
・予想年間発電量   １００万キロワット時（一般家庭約３００戸分） 
・特     徴   発電電力を約１００％東北電力に販売 
           雪国に対応した設計（高さ，強度など） 
           環境に配慮した設計，工法 

 
 ○ 県営東部産業団地（阿賀野市）に新潟東部太陽光発電所（仮称）を建設中。平成２３

年秋より発電開始予定。 
 
○ 平成２４年秋の稼働をめどに，県営東部産業団地（阿賀野市）にメガソーラー発電所

を増設予定。同団地内で今秋稼働する予定のメガソーラー発電所に続く２基目の発電所

となる予定。 
 
 
◆ＤＭＥ（ジメチルエーテル），ＧＴＬ（ガス・トゥ・リキッド），バイオエタノール 
 
新潟の現状 

 
 ○ 新潟市北区に，「ＤＭＥ」，「ＧＴＬ）」，「バイオエタノール」の各プラントが設置され

ているが，補助制度の廃止や将来的な撤去（実証プラントのため）などが予定されてお

り，今後の見通しは不透明。 
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３．食料基地としての新潟 
 
◆日本及び新潟の現状 
 
日本の食料自給率 

 
 ○ 昭和４０年に７０％以上あった水準が現在は４０％台に。 
 

 
出典：農林水産省 HP   

 
新潟の食料自給率 

 
 ○ 新潟市は１９指定都市中で第１位の食料自給率を誇る。 
  

順位 指定都市等 食料自給率（カロリーベース） 

１ 新潟市 ６３％ 

２ 岡山市 ２５％ 
３ 浜松市 １２％ 
４ 仙台市   ８％ 
参考 新潟県 ９９％ 

指定都市の数値は各指定都市調べ（Ｈ１７ベース） 

新潟県の数値は農林水産省公表資料（Ｈ２０年度確定値） 
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新潟市の農業産出額 

 
 ○新潟市は全国で第３位，１９政令指定都市中で第１位の農業産出額を誇る。 
 

全国順位 
 

順位 市町村 農業産出額 

１ 愛知県 田原市 ７２４億円 
２ 宮崎県 都城市 ６９８億円 
３ 新潟県 新潟市 ６５５億円 

４ 静岡県 浜松市 ５４１億円 
５ 茨城県 鉾田市 ５３９億円 

農林水産省 HP をもとに作成 

 
 

指定都市順位 
 

順位 指定都市 農業産出額 

１ 新潟市 ６５５億円 
２ 浜松市 ５４１億円 
３ 岡山市 ２２８億円 

４ 静岡市 ２２１億円 
５ 神戸市 １６４億円 

各都道府県農林水産統計年報及び各市調べをもとに作成 
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◆新潟と他国との関係 
 
中国への農地開発支援 

 
 ○ 亀田郷土地改良区（当時理事長 佐野藤三郎氏）が，昭和５３年から黒龍江省三江平

原の土地改良事業に協力。技術協力だけでなく，日本政府への働きかけによりダム建設

への３０億円の資金協力（円借款供与）も引き出した。 
 
 
中国への食料供給 

 
○ 米輸出について，２００７年４月に政府間で検疫条件を暫定合意し，全農全国本部と

コフコ間で輸出が再開されたことを受け，新潟県の働きかけにより，県産コシヒカリの

輸出と中国での定着・ブランド化を目的にＪＡグループと県内の一部自治体で任意組織

「中国向け新潟米輸出促進協議会（※）」を発足。 
※構成団体：全農県本部，ＪＡ新潟中央会，新潟県，新潟市，三条市，上越市 

○ 輸出者である全農全国本部と連携しながら，現地での県産コシヒカリの消費拡大に向

けた活動を展開中。 
 

日本の中国向け米輸出実績 

新潟県調べ    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

銘柄 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

新  潟 

（新潟県産コシヒカリ） 
９２t ２１t ３０t ７７t 

宮  城 

（宮城県産ひとめぼれ） 
３２t １t ― ― 

山  形 

（山形県産はえぬき） 

０ｔ 

（禁輸） 

― １８t ― ２０t 
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４．充実したインフラ 
 
◆港湾 
 
新潟東港利用状況（平時） 

 
出典：新潟港パンフレット Port of NIIGATA（平成 23 年度版）    

 

 

 

 
出典：新潟港パンフレット Port of NIIGATA（平成 23 年度版）    

外貿コンテナ取扱数の推移 

 

国別外貿コンテナ取扱い割合（２００９年） 
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新潟東港利用状況（震災後） 

 
震災後３ヶ月間の状況            各年３月期での比較 
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6,936 6,245 7,203
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0
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（株）新潟国際貿易ターミナル公表値より作成 

 
 
 
新潟コア経済圏 

 
 ○ 新潟市と近郊諸都市（長岡市，三条市，燕市など）を一つの経済圏域とみなした場合，

その合計工業力は２兆円超となり，横浜，名古屋，大阪の工業都市第一グループに次ぐ，

第二グループの京都市，神戸市に匹敵する工業水準である。 
 

（単位：億円） 

市町村名 製造品出荷額等（製造業） 合計 

新潟市 ９，３７６ 
長岡市 ５，１７８ 
燕 市 ３，３６１ 
三条市 ２，６７７ 
聖籠町 １，４２２ 

２２，０１３ 

横浜市 ３２，８８７ ３２，８８７ 
名古屋市 ３１，６７９ ３１，６７９ 
大阪市 ３７，４７５ ３７，４７５ 
京都市 ２１，０５７ ２１，０５７ 

神戸市 ２８，５８５ ２８，５８５ 

経済産業相平成 21 年工業統計表確報より作成 
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日本海拠点港湾等の選定 

 
 ○ 新潟では，選定に向け県，地元市町，港湾関係機関，経済団体からなる「新潟港 日

本海側拠点港湾等ビジョン策定委員会」を立ち上げて検討し，平成２２年に「日本海拠

点港湾としての新潟港の将来ビジョン」を策定。 
 

日本海拠点港湾としての新潟港の将来ビジョン（概要） 

 
出典：新潟港 日本海側拠点港湾等ビジョン策定委員会作成資料   

 

新日本海フェリー 

 
 ○ 太平洋岸フェリーの休止により，新潟を起点の輸送量（前年同期比）が旅客２．５倍，

車両２倍に増加した。 
３月１１日～３１日までの輸送実績 

便数 
航路 

震災時 平常時 
旅客数 輸送台数 

新潟⇒小樽 １６ １４ ４千名 ３千台 
小樽⇒新潟 １５ １３ ３千名 ２千台 

新潟⇒秋田⇒苫小牧 ２２ １５ ７千名 ５千台 
苫小牧⇒秋田⇒新潟 ２２ １５ ９千名 ５千台 

新日本海フェリーへのヒアリングにより作成 
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◆空港 
 
新潟空港利用状況（Ｈ１８～Ｈ２２） 

 
新潟空港利用者数 

  

0 
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国内線

国際線（定期）

国際線（臨時）

国際線（チャーター）

合計

 
新潟県交通政策局発表資料より作成 

 
 
新潟空港利用状況（震災時） 

 
○ ３月１６～２１日にかけて，４，９３４人の中国人が新潟空港から緊急出国。 
  ※定期便も通常運行 

 
行先 臨時便 搭乗者数 

上海 １２便 
ハルビン １２便 

４，９３４人 

新潟交通提供データより作成 

 
 

 

0
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上海
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出典：（株）新潟交通 

平成 23 年 1 月～3 月の新潟空港利用状況（国際線） 
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◆高速道路 
 
各方面への結節点 

 
  ・関東方面      関越自動車道，国道１７号 
  ・北陸・関西方面   北陸自動車道，国道８号 
  ・信越方面      上信越自動車道，国道１８号 
  ・福島方面      磐越自動車道，国道４９号 
  ・山形・秋田方面   日本海沿岸東北道，国道７号，国道１１３号 
 
震災後の状況 

 
 ○ 新潟を拠点に国道４９号，国道１１３号，国道７号が被災地の支援幹線になった。 
 

主な国道・高速道路の利用状況 
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出典：北陸地方整備局 

 
 ○ 高速バスを増便。 

・新潟⇔仙台便 平均 2.1 倍  往復 16 便/日→最大往復 52 便/日（3/15） 
・新潟⇔山形便 平均 2.6 倍  往復 4 便/日→最大往復 21 便/日（3/14） 
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◆鉄道 
 
各方面への結節点 

 
  ・関東方面      上越新幹線，上越線 
  ・北陸・関西方面   北陸線 
  ・信越方面      信越線 
  ・福島方面      磐越西線 
  ・山形・秋田方面   羽越線 
 
 
震災後の状況 

 
○ 新潟を中継基地として，根岸（横浜）からのガソリン・灯油・重油を盛岡，郡山に貨

車輸送。 
○ ＪＲ貨物の被災地向け支援物資の７０～８０％が新潟経由。 

 
 

震災後の輸送ルート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

国交省 HP を基に作成 

 
 
○ ＪＲ羽越本線を増便（3/13～3/27）。 

   ・特急いなほ号（新潟駅⇔酒田駅） 15 日間で往復計 37 便の臨時便を運行。 

ルート 路線 

① 横浜（根岸駅） 
⇒新潟⇒盛岡 

上越線 
信越線 
羽越線 

② 横浜（根岸駅） 
⇒新潟⇒郡山 

上越線 
信越線 
磐越西線 

③ 関西，九州方面などから新潟，

秋田の貨物駅まで輸送し，トラッ

クに積み替えて被災地まで届け

る。（レール＆トラック） 

根岸駅 

盛岡貨物
ターミナル 

郡山貨物 
ターミナル 

秋田貨物 

新潟貨物 
ターミナル 

①

②

トラック 

トラック 

③


